
JP　7174403　B2　2022.11.17

(19)日本国特許庁(JP)

(45)発行日　 令和4年11月17日(2022.11.17)

(12)特 許 公 報(B2) (11)特許番号

特許第7174403号
(P7174403)

(24)登録日　 令和4年11月9日(2022.11.9)

(51)Int.Cl.
Ａ６１Ｋ    8/34     (2006.01)
Ａ６１Ｋ    8/35     (2006.01)
Ａ６１Ｑ    3/04     (2006.01)

ＦＩ
Ａ６１Ｋ    8/34
Ａ６１Ｋ    8/35
Ａ６１Ｑ    3/04

請求項の数 8  （全 11 頁）

(21)出願番号        特願2018-201011(P2018-201011)
(22)出願日          平成30年10月25日(2018.10.25)
(65)公開番号        特開2020-66603(P2020-66603A)
(43)公開日          令和2年4月30日(2020.4.30)
　  審査請求日      令和3年9月27日(2021.9.27)

(73)特許権者  592254526
　          学校法人五島育英会
　          東京都渋谷区道玄坂１丁目１０番７号
(74)代理人  100152984
　          弁理士  伊東  秀明
(72)発明者  岩村  武
　          東京都世田谷区玉堤一丁目２８番１号  学
　          校法人五島育英会東京都市大学内
　
　  審査官  松井  一泰
　
　
　
　
　
　                                    最終頁に続く

(54)【発明の名称】ジェルネイル用除去剤

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
メントンおよびイソメントンからなる群から選択される化合物、並びに、アルコールを含
むジェルネイル用除去剤であって、
前記化合物の含有量が、前記ジェルネイル用除去剤全質量に対して、０．１～１０．０質
量％である、ジェルネイル用除去剤。
【請求項２】
前記化合物の含有量が、前記ジェルネイル用除去剤全質量に対して、０．１～５．０質量
％である、請求項１に記載のジェルネイル用除去剤。
【請求項３】
前記アルコールの含有量が、前記ジェルネイル用除去剤全質量に対して、５０質量％以上
である、請求項１または２に記載のジェルネイル用除去剤。
【請求項４】
さらに、式（２）で表される化合物を含む、請求項１～３のいずれか１項に記載のジェル
ネイル用除去剤。
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【化２】

式（２）中、Ｒ２は、アルキル基を表す。ｍは、１～５の整数を表す。
【請求項５】
前記化合物の含有量に対する、前記式（２）で表される化合物の含有量の質量比（式（２
）で表される化合物の含有量／化合物の含有量）が、１．０以上である、請求項４に記載
のジェルネイル用除去剤。
【請求項６】
ｍが２である、請求項４または５に記載のジェルネイル用除去剤。
【請求項７】
前記式（２）で表される化合物が、メントールである、請求項４～６のいずれか１項に記
載のジェルネイル用除去剤。
【請求項８】
シソ科に属する植物より得られ、前記化合物を含む精油、を含む、請求項１～７のいずれ
か１項に記載のジェルネイル用除去剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、ジェルネイル用除去剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、爪上に配置されるネイルとして、ジェルネイルが使用されている。ジェルネイルと
は、光硬化性成分を含む流動性のあるジェル状の組成物を紫外線などの光によって硬化し
て形成されるネイルである。
ジェルネイルを除去する方法としては、特許文献１において、アセトンを使用する方法が
開示されている。具体的には、アセトンをコットンまたはティッシュに染み込ませて、そ
れをジェルネイル上に載せて、ジェルネイルを軟化させて除去する方法が開示されている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－０３６４５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
一方で、特許文献１で使用されるようなアセトンは、人体に対して有毒な溶媒であり、そ
の使用を控えることが望ましい。
本発明は、上記実情に鑑みて、ジェルネイルを容易に除去可能な新規なジェルネイル用除
去剤を提供することを課題とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００５】
本発明者は、上記課題について鋭意検討した結果、以下に示すジェルネイル用除去剤によ
り上記課題を解決できることを見出し、発明を完成するに至った。
【０００６】
（１）  後述する式（１）で表される化合物およびアルコールを含むジェルネイル用除去
剤であって、
式（１）で表される化合物の含有量が、ジェルネイル用除去剤全質量に対して、０．１～
１０．０質量％である、ジェルネイル用除去剤。
（２）  式（１）で表される化合物の含有量が、ジェルネイル用除去剤全質量に対して、
０．１～５．０質量％である、（１）に記載のジェルネイル用除去剤。
（３）  アルコールの含有量が、ジェルネイル用除去剤全質量に対して、５０質量％以上
である、（１）または（２）に記載のジェルネイル用除去剤。
（４）  ｎが２である、（１）～（３）のいずれかに記載のジェルネイル用除去剤。
（５）  式（１）で表される化合物が、メントンである、（１）～（４）のいずれかに記
載のジェルネイル用除去剤。
（６）  さらに、後述する式（２）で表される化合物を含む、（１）～（５）のいずれか
に記載のジェルネイル用除去剤。
（７）  式（１）で表される化合物の含有量に対する、式（２）で表される化合物の含有
量の質量比（式（２）で表される化合物の含有量／式（１）で表される化合物の含有量）
が、１．０以上である、（６）に記載のジェルネイル用除去剤。
（８）  ｍが２である、（６）または（７）に記載のジェルネイル用除去剤。
（９）  式（２）で表される化合物が、メントールである、（６）～（８）のいずれかに
記載のジェルネイル用除去剤。
（１０）  シソ科に属する植物より得られ、式（１）で表される化合物を含む精油、を含
む、（１）～（９）のいずれかに記載のジェルネイル用除去剤。
【発明の効果】
【０００７】
本発明によれば、ジェルネイルを容易に除去可能な新規なジェルネイル用除去剤を提供で
きる。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
以下に、本発明について詳述する。
本明細書において「～」とはその前後に記載される数値を下限値および上限値として含む
意味で使用される。
【０００９】
本発明のジェルネイル用除去剤（以下、単に「本除去剤」ともいう。）の特徴点としては
、後述する式（１）で表される化合物（以下、単に「化合物（１）」ともいう。）とアル
コールとを併用し、かつ、化合物（１）の含有量を所定の範囲に調整している点が挙げら
れる。
本除去剤を用いることによりジェルネイルが容易に除去可能な詳細な理由は不明だが、化
合物（１）によってジェルネイルが膨潤しやすくなり、ジェルネイルの軟化がより進行し
、剥離しやすくなったと考えられる。
なお、後述するように、本除去剤においては、アセトンを使用しなくとも所望の効果が得
られるため、人体への影響もより小さい。
【００１０】
以下では、本除去剤に含まれる各成分について詳述する。
【００１１】
＜化合物（１）＞
本除去剤は、化合物（１）を含む。
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【００１２】
【化１】

【００１３】
式（１）中、Ｒ１は、アルキル基を表す。アルキル基中の炭素数は特に制限されず、ジェ
ルネイルの除去性がより優れる点（以後、単に「本発明の効果が優れる点」ともいう。）
で、１～１０が好ましく、１～５がより好ましく、１～３がさらに好ましい。
アルキル基は、直鎖状であっても、分岐鎖状であってもよい。
アルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉｓｏ－プロピル
基、ｎ－ブチル基、および、ｔｅｒｔ－ブチル基が挙げられる。
【００１４】
ｎは、１～５の整数を表す。なかでも、本発明の効果がより優れる点から、１～３が好ま
しく、２がより好ましい。
なお、ｎが２以上の場合、複数のＲ１は同一であっても、異なっていてもよい。
また、ｎが２以上の場合、複数のＲ１の置換位置は特に制限されず、異なる炭素原子に置
換していてもよく、同一の炭素原子に置換していてもよい。
また、Ｒ１の立体的な置換位置は特に制限されず、例えば、アキシアル位およびエクアト
リアル位のいずれであってもよい。
【００１５】
化合物（１）としては、本発明の効果がより優れる点で、式（１－１）で表される化合物
であることが好ましい。
【００１６】
【化２】

【００１７】
式（１－１）中、Ｒ１の定義は、上述した通りである。
上述したように、式（１－１）中、２つのＲ１は、同一であっても、異なっていてもよい
。
なかでも、本発明の効果がより優れる点で、２つのＲ１は異なっていることが好ましく、
２つのＲ１の一方は炭素数１～２のアルキル基であり、他方は炭素数３～５のアルキル基
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であることが好ましい。
【００１８】
化合物（１）の具体例としては、例えば、メントン、および、イソメントンが挙げられる
。
【００１９】
本除去剤中における化合物（１）の含有量は、本除去剤全質量に対して、０．１～１０．
０質量％であり、本発明の効果がより優れる点で、０．１～５．０質量％がより好ましい
。
化合物（１）は１種単独で使用しても、２種以上を合わせて使用してもよい。化合物（１
）を２種以上使用する場合は、その合計量が上記範囲となる。
化合物（１）を２種以上使用する場合は、光学異性体同士を使用する態様であってもよい
。
【００２０】
＜アルコール＞
本除去剤は、アルコールを含む。
アルコール中の炭素数は特に制限されず、本発明の効果がより優れる点で、１～１０が好
ましく、１～５がより好ましく、２～３がさらに好ましい。
アルコール中の水酸基の数は特に制限されず、本発明の効果がより優れる点で、１～３が
好ましく、１がより好ましい。
【００２１】
アルコールの具体例としては、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、および
、ブタノールが挙げられる。
【００２２】
本除去剤中におけるアルコールの含有量は特に制限されず、本発明の効果がより優れる点
で、本除去剤全質量に対して、５０質量％以上が好ましく、８５質量％以上がより好まし
く、９０．０質量％以上がさらに好ましく、９５．０質量％以上が特に好ましい。上限は
特に制限されず、９９．９質量％以下が挙げられ、９９．５質量％以下が挙げられる。
アルコールは１種単独で使用しても、２種以上を合わせて使用してもよい。アルコールを
２種以上使用する場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【００２３】
＜他の成分＞
本除去剤は、上述した化合物（１）およびアルコール以外の他の成分を含んでいてもよい
。
本除去剤は、本発明の効果がより優れる点で、式（２）で表される化合物（以下、単に「
化合物（２）」ともいう。）を含んでいてもよい。
【００２４】
【化３】

【００２５】
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式（２）中、Ｒ２は、アルキル基を表す。アルキル基中の炭素数は特に制限されず、本発
明の効果が優れる点で、１～１０が好ましく、１～５がより好ましく、１～３がさらに好
ましい。
アルキル基は、直鎖状であっても、分岐鎖状であってもよい。
アルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉｓｏ－プロピル
基、ｎ－ブチル基、および、ｔｅｒｔ－ブチル基が挙げられる。
【００２６】
ｍは、１～５の整数を表す。なかでも、本発明の効果がより優れる点から、１～３が好ま
しく、２がより好ましい。
なお、ｍが２以上の場合、複数のＲ２は同一であっても、異なっていてもよい。
また、ｍが２以上の場合、複数のＲ２の置換位置は特に制限されず、異なる炭素原子に置
換していてもよく、同一の炭素原子に置換していてもよい。
また、Ｒ２の立体的な置換位置は特に制限されず、例えば、アキシアル位およびエクアト
リアル位のいずれであってもよい。
【００２７】
化合物（２）としては、本発明の効果がより優れる点で、式（２－１）で表される化合物
であることが好ましい。
【００２８】
【化４】

【００２９】
式（２－１）中、Ｒ２の定義は、上述した通りである。
上述したように、式（２－１）中、２つのＲ２は、同一であっても、異なっていてもよい
。
なかでも、本発明の効果がより優れる点で、２つのＲ２は異なっていることが好ましく、
２つのＲ２の一方は炭素数１～２のアルキル基であり、他方は炭素数３～５のアルキル基
であることが好ましい。
【００３０】
化合物（２）の具体例としては、例えば、メントール、イソメントール、ネオメントール
、および、ネオイソメントールが挙げられる。
【００３１】
本除去剤中における化合物（２）の含有量は特に制限されず、本発明の効果がより優れる
点で、本除去剤全質量に対して、０．１～２０．０質量％が好ましく、０．２～１０．０
質量％がより好ましく、５．０～１０．０質量％がさらに好ましい。
化合物（２）は１種単独で使用しても、２種以上を合わせて使用してもよい。化合物（２
）を２種以上使用する場合は、その合計量が上記範囲となる。
化合物（２）を２種以上使用する場合は、光学異性体同士を使用する態様であってもよい
。
【００３２】
なお、化合物（１）の含有量に対する、化合物（２）の含有量の質量比（化合物（２）の
含有量／化合物（１）の含有量）は特に制限されず、０．１以上の場合が多く、本発明の
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効果がより優れる点で、１．０以上が好ましい。上限は特に制限されず、１０．０以下が
好ましく、５．０以下がより好ましく、２．０以下がさらに好ましい。
【００３３】
本除去剤は、上記化合物（２）以外にも、他の成分（例えば、アルコール以外の有機溶媒
、水）を含んでいてもよい。
なお、本除去剤は、必要に応じて、アセトンを含んでいてもよい。ただし、本除去剤は、
爪や皮膚などに対する影響が小さいこと、臭気の少ないことが好ましいため、アセトンを
実質的に含まないことが好ましい。なお、アセトンを実質的に含まないとは、本除去剤中
におけるアセトンの含有量が、本除去剤全質量に対して、０．５質量％以下であることを
意味し、０．１質量％以下が好ましく、０質量％がより好ましい。
【００３４】
なお、本除去剤は、シソ科に属する植物より得られる精油を含み、精油が化合物（１）を
含むことが好ましい。言い換えれば、本除去剤は、シソ科に属する植物より得られ、化合
物（１）を含む精油を含むことが好ましい。つまり、化合物（１）がシソ科に属する植物
より得られる精油由来であることが好ましい。
なお、上記シソ科に属する植物より得られる精油は、さらに化合物（２）を含んでいても
よい。
さらに、上記シソ科に属する植物より得られる精油は、化合物（１）および化合物（２）
以外の他の成分（例えば、１，８－シネオール、酢酸メンチル、メントフラン、リモネン
、β－カリオフィレン）を含んでいてもよい。
【００３５】
本除去剤の製造方法は特に制限されず、上述した成分を混合すればよい。例えば、化合物
（１）とアルコールとを所定量混合して、本除去剤を製造してもよい。また、化合物（１
）を含むシソ科に属する植物より得られる精油とアルコールとを混合して、本除去剤を製
造してもよい。
【００３６】
本除去剤は、ジェルネイルの除去に用いられる。
ジェルネイルとは、上述したように、光硬化性成分を含む流動性のあるジェル状の組成物
（ネイル組成物）を紫外線などの光によって硬化して形成されるネイル（装飾体）である
。なお、ジェルネイルの形成方法としては、例えば、光硬化性成分を含むジェル状の組成
物を爪の表面に塗布した後、紫外線などの光を照射して硬化させることにより形成する方
法が挙げられる。
なお、硬化の際に使用される光としては、紫外線、および、可視光線が挙げられる。
光硬化性成分としては、光照射によって硬化し得る成分（例えば、重合反応を進行し得る
成分）であればよく、例えば、（メタ）アクリロイル基を有する化合物（例えば、ウレタ
ンアクリレート、エポキシアクリレートなど）などの光重合性基を有する化合物が挙げら
れる。
また、光硬化性成分を含む組成物は、さらに光重合開始剤を含んでいてもよい。
【００３７】
本除去剤の使用方法は特に制限されず、本除去剤とジェルネイルとを接触させればよい。
例えば、本除去剤をコットンまたはティッシュなどの基布に含浸させて、本除去剤が含浸
された基布とジェルネイルとを接触させる方法、および、本除去剤中にジェルネイルを浸
漬させる方法が挙げられる。
本除去剤とジェルネイルとの接触時間は特に制限されず、本発明の効果がより優れる点で
、１０秒間以上が好ましく、３０秒間以上がより好ましく、６０秒間以上がさらに好まし
い。上限は特に制限されず、効果が飽和する点から、３０分間以下が好ましい。
本除去剤と接触したジェルネイルは膨潤して、軟化している。この軟化したジェルネイル
を、ネイルワイプまたはスティック状器具などを用いて、爪上から容易に削り落とすこと
ができる。
【００３８】
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基布としては特に制限されず、天然繊維で形成されたものであっても、化学繊維で形成さ
れたものであってもよい。
天然繊維としては、例えば、パルプ、綿、麻、亜麻、羊毛、キヤメル、カシミヤ、モヘヤ
、セルロース、および、絹が挙げられる。
化学繊維としては、レーヨン、ポリノジック、アセテート、トリアセテート、ナイロン、
ポリエステル、ポリアクリロニトリル、ポリビニルアルコール、ポリ塩化ビニル、ポリ塩
化ビニリデン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリウレタン、ポリアルキレンパラオキ
シベンゾエート、ポリエチレンテレフタレート、および、ポリクラールが挙げられる。
【００３９】
また、基布の目付（単位面積当たりの質量）は、１００ｇ／ｍ２以下が好ましい。本除去
剤を基布に含浸させる際の含浸量は、基布の質量に対して１倍以上の量が好ましい。
【実施例】
【００４０】
以下に実施例に基づいて本発明をさらに詳細に説明する。以下の実施例に示す材料、使用
量、割合、処理内容、および、処理手順は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適宜変更でき
る。従って、本発明の範囲は以下に示す実施例により限定的に解釈されるべきものではな
い。
【００４１】
＜実施例１～５、比較例１～２＞
表１に示すメントン量（ｇ）のメントンとエタノールとを混合して、合計１０ｇの溶液を
調製した。
【００４２】
＜剥離性評価１＞
ネイル組成物（商品名：ポリジェリカ）をガラス基板上に塗布して、塗膜に対して、ＵＶ
ランプ（出力３６Ｗ）で２分間の光照射を２回行い、塗膜を硬化させて、硬化膜（ジェル
ネイル）を得た。
次に、上記で調製した溶液をキムワイプに染み込ませて、得られたキムワイプを上記硬化
膜上に９０秒間配置した。その後、キムワイプを取り除き、スパチュラを硬化膜に押し当
てて、硬化膜の除去を行い、以下の基準に従って、評価した。結果を表１に示す。
「Ａ」：硬化膜を９５％以上除去できた。
「Ｂ」：硬化膜の８０％以上９５％未満を除去できた。
「Ｃ」：硬化膜の２０％超が残存してしまった。
【００４３】
表１中、「メントン量（ｇ）」は、各実施例で使用したメントンの使用量を表す。
また、「メントン含有量（質量％）」は、溶液全質量に対する、メントンの含有量（質量
％）を表す。
【００４４】
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【表１】

【００４５】
表１に示すように、メントンの含有量（質量％）が所定の範囲である実施例１～５におい
ては、所望の効果が得られた。
なかでも、実施例１～４に示すように、メントンの含有量（質量％）が０．１～５．０質
量％である場合、より優れた効果が確認された。
【００４６】
＜実施例６～８＞
表２に示すメントン量（ｇ）のメントン、メントール量（ｇ）のメントール、および、エ
タノールを混合して、合計１０ｇの溶液を調製した。
【００４７】
＜剥離性評価２＞
ネイル組成物（商品名：ポリジェリカ）をガラス基板上に塗布して、塗膜に対して、ＵＶ
ランプ（出力３６Ｗ）で２分間の光照射を２回行い、塗膜を硬化させて、硬化膜（ジェル
ネイル）を得た。
次に、上記で調製した溶液をキムワイプに染み込ませて、得られたキムワイプを上記硬化
膜上に３０秒間配置した。その後、キムワイプを取り除き、スパチュラを硬化膜に押し当
てて、硬化膜の除去を行い、以下の基準に従って、評価した。結果を表２に示す。
「Ａ」：硬化膜が完全に除去できた。
「Ｂ」：硬化膜の９５％以上１００％未満の硬化膜が除去できた。
「Ｃ」：硬化膜の９０％以上９５％未満の硬化膜が除去できた。
【００４８】
表２中、「メントン量（ｇ）」は、各実施例で使用したメントンの使用量を表す。
また、「メントン含有量（質量％）」は、溶液全質量に対する、メントンの含有量（質量
％）を表す。
また、「メントール量（ｇ）」は、各実施例で使用したメントールの使用量を表す。
また、「メントール含有量（質量％）」は、溶液全質量に対する、メントールの含有量（
質量％）を表す。
【００４９】
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【表２】

【００５０】
表２に示すように、メントンとメントールを合わせて使用した場合、より優れた効果が確
認された。
なかでも、実施例７～８に示すように、メントンの含有量に対するメントールの含有量の
比が１．０以上の場合、より優れた効果が確認された。
【００５１】
また、メントンおよびメントールを含むシソ科に属する植物より得られる精油、および、
エタノールを所定量混合し、さらに、別途メントールを添加して、上記実施例８と同様の
メントン含有量（質量％）およびメントール含有量（質量％）に調整した溶液を製造し、
その特定を評価したところ、上述した実施例８と同様の剥離性を示すことが確認された。
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